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柳
川
市
の
平
成
21
年
度
の
一
般

会
計
予
算
が
３
月
の
市
議
会
定
例

会
で
可
決
、
成
立
し
ま
し
た
。
予
算

総
額
は
歳
入
、
歳
出
い
ず
れ
も
２
４

９
億
３
０
０
０
万
円
で
、
前
年
度
に

比
べ
て
９
億
３
８
０
０
万
円
、
率
に

し
て
３
・
６
％
減
少
し
ま
し
た
。

　

今
年
度
の
予
算
は
、
４
月
12
日
に

市
長
選
挙
が
行
わ
れ
る
た
め
、
経
常

的
経
費
を
基
本
に
、
次
期
市
長
の
政

策
判
断
が
必
要
な
新
規
の
施
策
に

つ
い
て
は
計
上
し
な
い
、
い
わ
ゆ
る

「
骨
格
予
算
」
と
し
て
編
成
し
ま
し

た
。
た
だ
し
、
新
規
性
の
強
い
事
業

で
も
、
緊
急
性
が
高
く
、
当
初
予
算

か
ら
計
上
し
な
け
れ
ば
市
民
生
活

な
ど
に
影
響
が
出
る
と
思
わ
れ
る

も
の
は
、
住
民
福
祉
、
市
民
生
活
が

低
下
し
な
い
よ
う
配
慮
し
た
予
算

を
編
成
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
当
初
予
算
で
計
上
し
て
い

な
い
新
規
事
業
な
ど
は
、
今
後
「
肉

付
け
予
算
」
と
し
て
、
補
正
予
算
に

計
上
し
ま
す
。

　

問
い
合
わ
せ
は
、
市
財
政
課
（
柳

川
庁
舎
☎
77
・
８
４
３
２
）
ま
で
。
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▼
歳
入
　

　

歳
入
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
（
前

ペ
ー
ジ
下
記
グ
ラ
フ
参
照
）。
歳
入

と
は
、
１
年
間
に
市
に
入
る
お
金

で
す
。

　

市
税
は
、
収
入
の
基
礎
と
な
る

も
の
で
、
地
域
経
済
状
況
や
固
定

資
産
評
価
替
え
の
影
響
で
、
昨
年

度
か
ら
３
・
４
％
減
少
、
64
億
３

２
８
９
万
円
で
す
。

　

地
方
消
費
税
交
付
金
は
、
昨
年

度
か
ら
４
・
８
％
減
少
の
６
億
円
、

地
方
譲
与
税
は
、
昨
年
度
か
ら
７
・

７
％
減
少
の
３
億
３
４
０
０
万
円

で
す
。

　

地
方
交
付
税
は
、
標
準
的
な
行

財
政
運
営
に
必
要
な
経
費
を
補
う

78
億
８
４
６
０
万
円
が
国
か
ら
交

付
さ
れ
、
市
の
収
入
の
31
・
６
％

を
占
め
る
貴
重
な
財
源
で
す
。

　

国
庫
・
県
支
出
金
は
、
特
定
の

目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
交
付
さ

れ
、
歳
入
全
体
の
21
％
に
当
た
る

52
億
３
９
１
７
万
円
で
す
。

　

市
債
は
、
一
時
的
に
多
額
の
経

費
が
必
要
な
と
き
に
借
り
入
れ
る

長
期
的
な
借
金
で
、
19
億
５
６
１

０
万
円
で
す
。
市
債
の
中
で
、
合

併
し
た
市
町
村
に
合
併
後
10
年
間

に
限
り
特
例
と
し
て
認
め
ら
れ
る

合
併
特
例
事
業
債
は
、
６
億
１
７

４
０
万
円
を
借
り
入
れ
、
道
路
整

備
や
柳
川
駅
東
部
土
地
区
画
整
理

事
業
な
ど
４
つ
の
事
業
に
活
用
し

ま
す
。

　

ま
た
、
地
域
振
興
基
金
は
、
大

和
地
域
振
興
基
金
か
ら
８
０
０
万

円
を
漁
業
団
地
整
備
に
、
三
橋
地

域
振
興
基
金
か
ら
８
０
０
０
万
円

を
柳
川
駅
東
部
土
地
区
画
整
理
事

業
に
活
用
し
ま
す
（
繰
入
金
）。

　

歳
入
の
う
ち
市
税
や
施
設
の
使

用
料
な
ど
市
が
独
自
に
収
入
で
き

る
自
主
財
源
は
、
86
億
５
４
８
３

万
円
と
歳
入
全
体
の
34
・
７
％
で
、

残
り
は
地
方
交
付
税
や
国
・
県
支

出
金
、
市
債
な
ど
の
依
存
財
源
が

占
め
て
い
ま
す
。
な
お
、
地
方
交

付
税
と
繰
越
金
は
、
骨
格
予
算
編

成
の
た
め
調
整
を
行
っ
て
い
ま
す
。

諸収入 7億1539万円（2.9％）

国庫支出金
33億5120万円
（13.4％）

市税
64億3289万円
（25.8％）

地方交付税
78億8460万円
（31.6％）

繰入金 

6億4164万円（2.6％）

分担金及び負担金 
　4億4127万円（1.8％）

使用料及び手数料 
　3億6111万円（1.4％）

財産収入、寄付金
　5252万円（0.2％）
繰越金
　1000万円（0.0％）

(
地方消費税交付金
　6億円（2.4％）

地方譲与税
　3億3400万円（1.3％）
その他
　2億6130万円（1.0％）

(

歳入内訳
249億

3000万円

自主財源
（
34.7％

）依
存

財
源
（65.

3％）

　19億5610万円（7.8％）

　18億8798万円（7.6％）

市債
県支出金

固定資産税
30億7564万円
（12.3％）

市たばこ税
3億9000万円
（1.6％）

市民税
28億160万円
（11.2％）

その他 715万円（0.0％）

市税
64億

3289万円
（25.8％）

軽自動車税
1億5850万円
（0.6％）

19億466万円（7.6％）

扶助費
53億5100万円
（21.5％）

維持補修費 1億4997万円（0.6％）

性質別歳出
249億

3000万円

消費的経費
（
60.5％

）

人件費
48億6779万円
（19.5％）

物件費
28億377万円

（11.2％）

公債費
36億2541万円
（14.5％）

繰出金
28億878万円
（11.3％）

普通建設事業費

29億5972万円
（11.9％）

補
助
費
等

その他
4億5888万円
（1.8％）

投資
的経費（11.9％）

9億7128万円
（3.9％）

目的別歳出
249億

3000万円

民生費
86億2475万円
（34.6％）

土木費
29億4256万円
（11.8％）

公債費
36億2541万円
（14.5％）

総務費
25億2249万円
（10.1％）

消
防
費

農林
水産業費
18億59万円

               （7.2％）

衛生費
17億797万円
（6.9％）

※

そ
の
他

6億9956万円
（2.8％）

教育費
20億3539万円
（8.2％）

歳出 歳入

※四捨五入の関係で計が一致し
ない場合があります

※市民1人当たりの市税額は8万7670円。
内訳は固定資産税 4 万 1916 円、市民税 3
万 8181 円、市たばこ税 5315 円、軽自動
車税 2160 円、その他 97 円となっていま
す。（2 月末人口 7 万 3376 人で算出）

※その他の内訳
商工費 6 億 612 万円（2.4％）　議会費 2 億 7787
万円（1.1％）　その他 8729 万円（0.4％）

２
４
９
億
３
０
０
０
万
円
を
計
上

市税内訳

市
長
選
挙
の
た
め
骨
格
予
算
を
編
成

1. 産業の振興
農地水環境保全向上対策事業費
県営農村振興総合整備事業負担金 
農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業費
漁業団地整備費
中小企業者等経営安定資金融資預託金

2. 教育・福祉の充実
適応指導教室費
学習指導要領改訂に伴う備品購入費
はり・きゅう・マッサージ施設利用事業費
後期高齢者医療事業費
こんにちは赤ちゃん事業 
在宅等子育て支援事業費

3. 社会基盤の整備
国土調査事業費
高橋中牟田線道路整備事業費
柳川駅東部土地区画整理事業費
密集住宅市街地整備事業費
中山地区まちづくり事業費

4. 健康づくり・生活環境の保全
妊婦健康診査事業費
予防接種事業費
環境基本計画策定委託料
小型合併処理浄化槽設置事業補助金
塵芥処理費

5. その他
暴追相談員関連経費
国民投票に係る電算システム改修費
衆議院議員選挙費
市債の繰上償還のための経費

3477 万円
9188 万円
9138 万円

2 億 5073 万円
4 億円

624 万円
900 万円

4016 万円
10 億 1496 万円

357 万円
2102 万円

1 億 1081 万円
3 億 1620 万円
9 億 7496 万円
3 億 7055 万円
1 億 4397 万円

2064 万円
8825 万円

274 万円
1 億 2506 万円
4 億 6086 万円

427 万円
225 万円

2571 万円
4 億 864 万円

190

210

230

250

270

290
（億円）

１７年度１8年度 １9年度 20年度 2１年度

273.2
280.0

268.7
258.7

249.3

一般会計
当初予算額
の推移

骨格予算
経常的な経費を基本に

政策判断が必要なものは計
上しない予算

平成21年度の主な事業 平成21年度

一般会計予算



国民健康保険特別会計 97 億 9400 万円
　自営業や退職者などの医療費を給付する会計で
す。主な歳入は ､ 国民健康保険税 19 億 4697 万
円 ､ 国庫支出金 27 億 5306 万円。主な歳出は ､
保険給付費 66 億 8029 万円 ､ 共同事業拠出金 13
億 1034 万円です。

老人保健特別会計　　　　 3400 万円
 75 歳以上の高齢者などの医療費は昨年 4 月から
後期高齢者医療制度に変わっています。しかし、
この特別会計は、平成 20 年 3 月以前の診療分と
高額療養費など、請求遅れの医療費をまかなう会
計です。支払基金交付金や国県支出金 ､ 一般会計
からの繰入で運営しています。

後期高齢者医療特別会計 8 億 9300 万円
 75 歳以上の高齢者の医療費の支払いは ､ 県後期
高齢者医療広域連合で行い、保険料の徴収や納付
書の送付などは市が行っています。
　主な歳入は ､ 保険料 6 億 3805 万円、一般会計
繰入金 2 億 5350 万円。主な歳出は ､ 後期高齢者
医療広域連合納付金が 8 億 6907 万円で全体の
97.3％です。

下水道事業特別会計 10 億 6124 万円
　歳入は市債 2 億 3670 万円、国庫支出金 1 億
4900 万円、繰入金 5 億 4667 万円が主なもので
す。歳出は事業費や維持管理費を含む下水道費 5
億 7206 万円、公債費 4 億 6871 万円が主なもの
です。

住宅新築資金等特別会計    1619 万円
　住宅新築資金などの貸付事業はすでに終了して
いるため、現在は貸付金の収納事務、公債費の償
還事務を行っています。

公共用地先行取得等特別会計 0.5 万円
　公共事業を行う用地を先行取得することで、事
業の円滑で効率的な執行を図ることを目的に設置
しています。

水道事業会計（企業会計）
収益的収入 13 億 712 万円 
　　 支出 12 億 6077 万円
資本的収入 3 億 2885 万円
　　 支出 8 億 7294 万円
　給水戸数 2 万 3395 戸、年間総給水量 686 万
7737 立方メートル、一日平均給水量 1 万 8816
立方メートルを計画。収益的収入は水道料金、加
入金など。収益的支出は受水費や人件費、工事請
負費などです。資本的収入は企業債、出資金、工
事負担金など。資本的支出は建設改良費や企業債
償還金などです。
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▼
歳
出

　

次
に
、
歳
出
に
つ
い
て
施
策
の

内
容
ご
と
に
紹
介
し
ま
す
（
前
ペ
ー

ジ
参
照
）。
歳
出
と
は
、
市
が
１
年

間
に
使
う
お
金
の
こ
と
で
す
。

中
小
企
業
の
経
営
安
定
化
へ

資
金
融
資
預
託
金
を
１
億
円
増

①
産
業
の
振
興

　

農
業
関
係
で
は
、
地
域
ぐ
る
み

で
農
地
や
農
業
用
水
な
ど
の
保
全

を
行
う
、
農
地
水
環
境
保
全
向
上

対
策
事
業
費
や
、
県
営
農
村
振
興

総
合
整
備
事
業
、
農
村
漁
村
活
性

化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
交
付
金
事

業
な
ど
に
よ
る
水
路
整
備
事
業
費

を
計
上
し
て
い
ま
す
。
水
産
業
関

係
で
は
、
漁
港
内
の
泥
を
取
り
除

く
漁
港
建
設
費
や
漁
業
団
地
整
備

費
な
ど
を
計
上
。
商
工
業
関
係
で

は
、
市
内
中
小
企
業
の
経
営
安
定

化
の
た
め
、
中
小
企
業
経
営
者
等

安
定
資
金
融
資
預
託
金
を
前
年
度

か
ら
１
億
円
増
額
し
て
い
ま
す
。

こ
ん
に
ち
は
赤
ち
ゃ
ん
事
業

を
実
施

②
教
育
・
福
祉
の
充
実

　

教
育
関
係
で
は
、
こ
れ
ま
で
県

立
柳
河
盲
学
校
で
実
施
し
て
い
た
、

不
登
校
の
児
童
な
ど
が
通
う
適
応

指
導
教
室
が
、
同
校
校
舎
改
修
工

事
に
伴
い
、
雲
龍
の
館
に
教
室
を

移
設
し
て
実
施
す
る
た
め
の
適
応

指
導
教
室
費
や
、
学
習
指
導
要
領

改
訂
に
伴
う
備
品
購
入
費
な
ど
を

計
上
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
福
祉

関
係
で
は
、
子
育
て
支
援
と
し
て
、

生
後
４
か
月
ま
で
の
乳
児
が
い
る

全
家
庭
を
保
健
師
や
助
産
師
が
訪

問
す
る
、
こ
ん
に
ち
は
赤
ち
ゃ
ん

事
業
費
を
本
年
度
か
ら
計
上
し
て

い
る
ほ
か
、
認
可
外
の
保
育
所
や

在
宅
な
ど
の
第
３
子
以
降
の
子
が

い
る
家
庭
を
支
援
す
る
在
宅
等
子

育
て
支
援
事
業
を
昨
年
度
に
引
き

続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

高
齢
者
関
係
で
は
、
は
り
・
き
ゅ
う
・

マ
ッ
サ
ー
ジ
施
設
利
用
事
業
費
な

ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■特別会計

③
社
会
基
盤
の
整
備

　

市
北
部
地
域
の
幹
線
道
路
と
し

て
整
備
を
進
め
て
い
る
高
橋
中
牟

田
線
道
路
整
備
事
業
な
ど
の
道
路

整
備
事
業
費
や
、
西
鉄
柳
川
駅
東

側
の
土
地
区
画
整
理
事
業
費
、
中

島
地
区
の
密
集
住
宅
市
街
地
整
備

事
業
費
な
ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

④
健
康
づ
く
り
・
生
活
環
境
の
保
全

　

健
康
づ
く
り
の
た
め
の
経
費
と

し
て
、
妊
婦
健
康
診
査
事
業
費
や

予
防
接
種
事
業
費
、
健
康
診
査
が
ん

検
診
事
業
な
ど
を
計
上
。
生
活
環

境
の
保
全
の
た
め
の
経
費
と
し
て
、

昨
年
度
か
ら
２
年
間
で
取
り
組
ん

で
い
る
環
境
基
本
計
画
策
定
の
経

費
や
、
小
型
合
併
処
理
浄
化
槽
設

置
事
業
補
助
金
、
家
庭
ご
み
な
ど

の
焼
却
を
行
っ
て
い
る
ク
リ
ー
ン

セ
ン
タ
ー
の
管
理
運
営
経
費
で
あ

る
塵じ

ん
か
い芥
処
理
費
な
ど
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

暴
追
関
連
経
費
を
計
上

⑤
そ
の
他
の
事
業

　

１
月
の
臨
時
議
会
で
可
決
さ
れ

た
、
市
暴
力
団
等
追
放
推
進
条
例

の
施
行
を
受
け
、
市
民
か
ら
の
情

報
や
相
談
を
受
け
る
窓
口
を
設
置

し
、
相
談
員
を
配
置
す
る
暴
追
相

談
関
連
経
費
や
、
衆
議
院
議
員
選

挙
費
、
平
成
19
年
度
か
ら
取
り
組

ん
で
い
る
市
債
の
繰
上
償
還
の
経

費
な
ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

４
月
１
日
か
ら
安
全
安
心
課
を

柳
川
庁
舎
３
階
総
務
課
横
に
新
設

し
ま
す
。
防
犯
係
と
防
災
安
全
係

の
２
係
で
す
。

　

防
犯
係
に
、
元
警
察
官
を
嘱
託

員
（
主
任
相
談
員
）
と
し
て
配
置
し
、

主
に
暴
力
団
な
ど
の
追
放
や
防
犯

な
ど
、
市
民
の
安
全
安
心
に
関
す

る
こ
と
を
担
当
し
ま
す
。

　

防
災
安
全
係
は
、
総
務
課
か
ら

移
し
、
主
に
交
通
安
全
対
策
や
防

災
な
ど
を
担
当
し
ま
す
。

婦
人
保
護
、
児
童
虐
待
防
止

な
ど
の
相
談
窓
口
一
本
化

　

ま
た
、
同
じ
く
４
月
か
ら
は
、

子
育
て
支
援
課
に
相
談
係
を
新
設

し
ま
す
。
こ
れ
ま
で
、
福
祉
課
で

担
当
し
て
い
た
婦
人
保
護
事
業
と
、

子
育
て
支
援
課
で
担
当
し
て
い
た

児
童
虐
待
防
止
や
母
子
寡
婦
福
祉

に
関
す
る
こ
と
を
一
つ
の
係
で
受

け
持
ち
、
相
談
か
ら
対
策
ま
で
を

一
体
的
に
対
応
し
ま
す
。

　

問
い
合
わ
せ
は
、
市
人
事
秘
書

課
（
☎
77
・
８
４
０
３
）
ま
で
。

　市では、美しい河川や掘割を取り戻
すため、合併処理浄化槽を設置する人
に、予算の範囲内で補助金を出してい
ます。
　今年度の申請は 4月 1日からです。
なお、申請手続きは、設置者か工事を
担当する業者が行います。手続きは、
工事着工前に行い、必ず来年 3月 31
日までに竣工検査を受けてください。

◆対象地域　公共下水道事業認可区域
以外の地域

◆対象者　個人の住宅や共同住宅に合
併処理浄化槽を設置する人（販売目的
や店舗、事業所などは対象外）

◆補助金額
▷ 5 人槽（延べ床面積 130 ㎡以下）
＝ 33万 2000 円

▷ 7 人槽（延べ床面積 130 ㎡超）＝
41万 4000 円

▷ 10 人槽（2 世帯住宅）、共同住宅
＝ 54万 8000 円
※共同住宅で 100 人槽を超える場合
は対象外です。

◆申請の流れ
　事前協議⇒補助金申請⇒工事着工
【中間検査（市）】⇒工事完了⇒実績報
告⇒竣工検査（市）⇒補助金交付

法定検査は必ず受けましょう
　浄化槽法で、浄化槽管理者（設置者）
に保守点検・清掃・法定検査の 3つの
義務があります。
　法定検査で、保守点検や清掃が適正
に行われているか、排水を浄化できて
いるかを検査します。保守点検や清掃
をしている場合でも、法定検査は必ず
受けなくてはなりません。維持管理の
契約書に法定検査が入っているか確認
しましょう。
　保守点検や清掃をせず、県知事の改
善処置や使用停止命令に従わない場合
は、6か月以下の懲役か 100 万円以
下の罰金。法定検査をせず、県の指導
や勧告などに従わない場合は、30 万
円以下の過料です。
　詳しくは、市生活環境課浄化槽推進
係（☎ 77・8483）まで。

合併処理浄化槽の補助
金申請は4月1日から

暴
力
団
な
ど
の
追
放
へ
「
安
全
安
心
課
」
を
新
設

　

４
月
か
ら
市

職
員
の
昼
休
み

の
時
間
が
、
午

後
０
時
15
分
か

ら
午
後
１
時
ま

で
に
変
わ
り
ま

す
。
始
業
、
終

業
の
時
間
は
こ

れ
ま
で
ど
お
り

で
、勤
務
時
間
は
、

午
前
８
時
30
分
か
ら

午
後
５
時
ま
で
で
す
。

　

利
用
者
が
多
い
窓
口
は
、
職
員

が
交
代
で
勤
務
し
ま
す
の
で
、
こ

れ
ま
で
ど
お
り
昼
休
み
の
時
間
帯

も
利
用
で
き
ま
す
。

■
昼
休
み
も
利
用
で
き
る
窓
口

　

市
民
課
、
税
務
課
、
収
税
対
策
課
、

健
康
づ
く
り
課
、
子
育
て
支
援
課
、

福
祉
課
障
害
者
福
祉
係
、
同
高
齢

婦
人
保
護
、
児
童
虐
待
防
止
な
ど
「
相
談
係
」
で
窓
口
一
本
化

者
福
祉
係
、
大
和
庁
舎
市
民
サ
ー

ビ
ス
課
、
三
橋
庁
舎
市
民
サ
ー
ビ

ス
課
、
水
道
課
料
金
係

　

そ
れ
以
外
の
課
も
午
後
０
時
15

分
ま
で
は
通
常
の
勤
務
時
間
で
す

の
で
、
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

　

問
い
合
わ
せ
は
、
市
人
事
秘
書

課
（
☎
77
・
８
４
０
３
）
ま
で
。

柳
川
庁
舎
の
メ
ロ

デ
ィ
ー
の
時
間
も
変
更

　

市
職
員
の
昼
休
み
の
時
間
変
更

に
伴
い
、
柳
川
庁
舎
の
屋
外
に
流

れ
る
メ
ロ
デ
ィ
ー
「
こ
の
道
」
が

鳴
る
時
間
も
、
正
午
か
ら
午
後
０

時
15
分
に
変
わ
り
ま
す
。
午
前
８

時
30
分
、
午
後
１
時
、
午
後
５
時
、

午
後
９
時
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

　

問
い
合
わ
せ
は
、
市
財
政
課
（
☎

77
・
８
４
３
３
）
ま
で
。

市職員の昼休みは
4月1日から
午後0時15分
～午後１時に


